
北陸地域国際物流戦略チーム 専門部会設置趣旨 

北陸地域における物流に係る課題について幅広い意見・情報交換を行い、問題意識を共有しな

がら具体的な施策を推進するため、平成１８年８月に経済団体、物流団体、港湾関連会社、航空関

連会社、学識者、諸官庁等から構成される「北陸地域国際物流戦略チーム」を設置し、平成１９年１

１月には北陸地域が今後取り組むべき課題と方策を提言書として取りまとめた。 

その後、提言書に取りまとめられた方策が具現化されてきているが、一方で近年は中国・ロシア

等の対岸諸国の情勢変化、我が国の港湾・物流政策が新たな展開をするなど北陸地域の国際物

流を取り巻く環境が大きく変わってきている。平成２３年１１月には、対岸諸国の経済発展等を我が

国の成長に取り込むとともに、太平洋側港湾の代替機能の確保を目的とした日本海側拠点港湾の

選定がなされた。また、ロシアの WTO 正式加盟、ウラジオストクでの APEC 開催や中国最高指導部

の交代など対岸諸国の情勢も大きく変化している。こうした国内外の情勢の変化を踏まえ、北陸地

域が今後取り組む方向性を検討するため平成２４年３月に北陸地域国際物流戦略チーム幹事会を

再開した。 

○広域バックアップ専門部会

東日本大震災を受け、交通政策審議会港湾分科会防災部会等では、今後の発生が確実視され

ている首都圏直下地震や南海トラフ巨大地震等の際の最悪のシナリオを考慮したバックアップ体制

確保の必要性が指摘された。 

北陸地域国際物流戦略チームでは本部会の下に専門部会を設置し、こうした事態に確実に対応

する為のバックアップ体制確保の方策を検討することとする。 
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金融 株式会社日本政策投資銀行
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調査役/BCM格付主幹

船社 神原汽船株式会社 定期コンテナ船部　部長

近海郵船株式会社 定航部　部長
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物流事業 日本通運株式会社
フォワーディングビジネスユニット
国際海運統括部
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港湾管理者 新潟県 交通政策局長

富山県 土木部長

石川県 商工労働部長

福井県 土木部長

自治体 長野県 産業労働部長

オブザーバー 内閣府
内閣府政策統括官(防災担当)付 参事官
（防災デジタル・物資支援担当）主査

オブザーバー 財務省　東京税関 企画調整室長

国 北陸信越運輸局 交通政策部長

北陸地方整備局 港湾空港部長
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